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エグゼクティブサマリー

産業用ドローン導入の社会的背景

ドローン導入の主要効果

2023～2025年の最新動向

レベル4運用（有人地帯目視外飛行）の制度化、国家資格保有者急増

（2024年6月末：一等1584件・二等1万2498件）、多様な業種での標準

的業務プロセスへの組み込み、2030年度までに国内ドローン物流市場

198.3億円規模へ拡大予測

産業用ドローン導入効果（業種別）

建設業界の人手不足・高齢化（建設従事者数：1997年685万人→2023

年483万人）

•

社会インフラの老朽化による事故・損傷リスク増加、点検要員不足•

製造業・物流業での深刻な人手不足、2024年問題への対応急務•

災害対応・防災分野での迅速な状況把握と緊急物資輸送ニーズ•

省人化・効率化：点検・測量作業の人員を最大80%削減•

コスト削減：橋梁点検で従来比75%減（198万円→50万円）•

安全性向上：高所作業や危険区域の人的リスク大幅低減•

データ精度向上：AI画像解析連携で在庫精度99%超、異常検出率向上•
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業界別課題① 建設業界の人手不足と生産性向上

建設業界の人手不足と高齢化問題

ドローン導入による解決効果

傾斜屋根点検の効率化事例

従来は危険を伴う人の立ち入りが必要だった傾斜屋根の点検作業も、ド

ローン活用により安全かつ詳細な状態確認が可能に。足場設置が不要と

なることで、大幅な作業時間短縮とコスト削減を実現。

建設業従事者数の推移と今後の予測

建設現場点検のドローン導入効果

建設業従事者数は1997年の685万人から2023年には483万人へと激減

（約30%減少）

•

特に若年層の減少が顕著で、技術継承が困難に•

他産業に比べ人手不足が深刻な建設現場では、少ない人員で効率的な業

務遂行が急務

•

高所作業や危険個所の点検・管理における安全確保が大きな課題•

少ない人員での効率的な施工管理や点検を実現•

国土交通省が推進するi-Constructionの一環で、土木測量へのドローン

活用が定着

•

橋梁点検：従来手法（作業員5名・費用約198万円）→ドローン活用（4

名・50万円）で75%コスト削減

•

建物やマンション外壁点検に活用し、足場設置を省略して安全性向上・

低コスト化を実現

•
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業界別課題② インフラ・製造業の点検・監視課題

インフラ維持管理の老朽化対策と安全性

製造業・工場の効率化課題

ドローン導入による解決効果

高所・危険個所の安全な点検が可能になり、作業員の労働安全リスク大

幅低減。従来比で人員削減・作業時間短縮・コスト削減を同時達成。北

海道開発局の橋梁点検では、従来の作業員5名体制・費用約198万円か

ら、ドローン活用で4名・約50万円まで大幅削減を実現。

インフラ点検のドローン導入効果比較

従来手法 ドローン活用

点検コスト 198万円 50万円

作業人員 5人 2人

点検時間 100% 33%

安全性 30% 90%

高度経済成長期に建設された社会インフラが老朽化し、橋梁・トンネ

ル・ダム・道路など各所で事故や損傷が相次いでいる

•

定期点検・修繕の重要性が増す一方、点検要員不足や危険を伴う作業環

境が深刻な課題に

•

従来の高所点検は足場組立や高所作業車が必要で、多人数の作業員と高

額な費用が発生

•

ドローン点検導入により専門技術者が遠隔操作で映像確認が可能に。少

人数・短時間・低コストでの点検を実現

•

製造現場での人手不足と技能継承問題が深刻化。広大な設備の監視・点

検の効率化が急務

•

定期点検に多大な時間と人員を要し、危険エリアでの作業は安全面でも

リスクが高い

•

自律飛行ドローンによる広範囲監視・点検でリアルタイムの「見える

化」を実現

•

事例：自律飛行ドローン×RFIDシステムで在庫棚卸作業を80%時間削

減・精度99%以上を達成

•
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業界別課題③ 物流・防災領域の新たなニーズ

物流・輸送業界の課題

実証事例

日本郵便が奥多摩町で初のレベル4有人地帯配送に成功（18分/片道

4.5km）。ANAHD、楽天も「空の産業革命」プロジェクトを実施中。埼

玉県秩父市ではラストマイル配送でコスト削減効果を実証。

防災・災害対応の課題

導入事例

大分県ドローン協議会（登録31社）が2023年大雨で速やかに被災地空撮

を実施。東京都渋谷区やANAHDの離島緊急物資輸送実証事例も進行中。

沖縄県久米島では被災地への医薬品配送を実証。

物流・防災分野でのドローン活用効果と市場予測

ドローン物流の将来性

2030年度には国内ドローン物流市場が198.3億円規模に拡大する見

込み。物流コスト削減・効率化に加え、災害時の緊急対応力強化が

期待されている。

配送需要増加に対し、深刻なドライバー不足（2024年問題）が発生•

山間部・離島など、トラック輸送が非効率・高コストとなる地域の物流

課題

•

ラストワンマイルの配送効率化、人員確保が困難に•

自然災害多発国で、危険を伴う被害状況調査が頻発•

災害時の孤立集落や被災地への緊急物資・医薬品輸送が急務•

人的リスクなく迅速に状況把握・支援を行う手段が必要•
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ドローン導入の主なメリット

 省人化・人手不足解消

少ない人員で広範囲の点検・測量が可能。建設現場の土木測量や橋

梁点検で人員を最大80%削減した事例あり。特に人手不足の深刻な

建設・インフラ点検業務で顕著な効果。

 コスト削減

高所作業の足場設置や重機の使用を省略できるため大幅な費用削

減。橋梁点検では従来比75%削減（198万円→50万円）。在庫棚卸

などの人件費・外注費も大幅に圧縮可能。

 作業時間短縮

広範囲の点検・監視・測量作業を短時間で実施可能。製造業の倉庫

棚卸で従来3日→1日（約80%短縮）の実績。高速・広域カバレッジ

により生産性が飛躍的に向上。

 安全性向上

高所作業や危険区域での人的作業を代替し、労災リスクを大幅に低

減。プラントや大型施設の危険エリア点検も遠隔で実施可能となり

安全性が向上。

 データ精度向上

AI画像解析との連携により在庫精度99%以上を実現。人的ミスや見

落としを低減し、異常検知率向上。LiDAR搭載により3cm精度の測位

も可能に。

 サービス品質向上

物流効率化・緊急配送による顧客満足度向上。災害時の迅速な対応

や、山間部・離島への物資輸送など、従来困難だった領域でのサー

ビス提供が可能に。

産業用ドローン導入によるメリット比較
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具体的活用事例① 建設・インフラ業界

建設・インフラでの先進事例

国土交通省 i-Construction

橋梁点検の大幅コスト削減

NEXCOや自治体での標準化進行

足場設置コストの削減効果

建物やマンション外壁の点検にドローンを活用することで、足場設置費

用を完全に省略。高所作業のリスクも大幅に低減しながら、高品質な点

検を実現しています。特に傾斜屋根など危険な場所の点検が安全かつ低

コストで可能に。

橋梁点検コスト・人員比較：従来工法 vs ドローン活用

点検所要時間比較

土木測量へのドローン活用が定着し、作業効率化に大きく寄与•

建設現場の3D測量や進捗管理が大幅に効率化•

少ない人員で広範囲な現場管理が可能に•

北海道開発局の事例：従来型点検（作業員5名体制・費用約198万円）

→ドローン点検（作業員4名・費用約50万円）

•

作業時間も1/3に短縮可能•

足場設置不要で安全性も向上•

高速道路の橋梁・トンネル等の点検作業にドローン活用•

点検作業の安全性向上と効率化を実現•

自治体でもマンション外壁・建物点検への活用拡大中•
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具体的活用事例② 製造・物流分野

製造業の棚卸管理自動化

サトーホールディングスの先進事例

自律飛行ドローン×RFIDタグを組み合わせた倉庫棚卸システムを導入。

従来3日かかっていた棚卸作業を 1日へ短縮 し、 80%の作業時間削減 に

成功。さらに在庫管理精度も 99%以上 を実現。人手不足解消と精度向

上を両立した革新的な事例。

物流・ラストワンマイル配送

ドローン物流の効果と成長性

物流業界でのドローン活用は、配送困難エリアのカバー、緊急物資輸

送、棚卸業務の効率化など多岐にわたる。2030年度には国内ドローン物

流市場が198.3億円規模へ拡大すると予測され、標準的な輸送手段として

の確立が進みつつある。

国内ドローン物流市場規模予測（2023-2030）

製造業での導入効果（実証事例より）

日本郵便が奥多摩町で国内初のレベル4有人地帯目視外飛行による配送

実施（片道4.5km・18分で到着）

•

ANAホールディングスが離島間物流・緊急物資輸送で実証実験を重ね、

定期配送化を推進

•

楽天も「空の産業革命」プロジェクトに参画、大手物流事業者の参入加

速

•

埼玉県秩父市のラストマイル配送で人件費・燃料費を大幅削減•
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技術仕様・検討ポイント

産業用ドローン導入時の技術検討項目

航続時間
業務用は20〜30分程度、長距離配送向けには固定翼タイプやエンジン駆動

型も選択肢

積載量 通常1〜2kg、大型機では10kg超も開発中。用途に合わせた選定が必要

自律飛行
自動離着陸、障害物回避、高精度位置測位、事前設定ルート飛行など自律

性の程度を確認

AI連携
AI画像解析との連携、異常検知・自動判別、データ蓄積・活用基盤の整備

状況

安全性・運用管理

基幹システムとの連携ポイント

点検・在庫管理などの基幹システムとAPI連携を検討。データ自動取込、アラート設定、タス

ク自動化により業務プロセス全体の効率化が可能。

産業用ドローン 技術要素重要度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

航続時間

建設・点検用途

物流・配送用途

積載量

建設・点検用途

物流・配送用途

自律飛行性能

建設・点検用途

物流・配送用途

AI画像解析

建設・点検用途

物流・配送用途

安全機構

建設・点検用途

物流・配送用途

建設・点検用途 物流・配送用途

衝突防止センサー、冗長化システム、緊急パラシュート機能搭載•

電波干渉耐性、GPSジャミング対策、通信安定性確保•

UTM（運航管理）システムとLiDAR搭載（屋内測位3cm精度）•

75%

95%

60%

90%

85%

80%

90%

65%

95%

90%
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導入プロセス全体像

導入成功のポイント

PDFデータ分析によると、段階的な導入アプローチが成功率を高めます。まずは小規模PoCから始め、効

果を定量的に測定し、社内説得材料を揃えた上で、資格取得・法令遵守体制の整備とともに、段階的に展

開範囲を拡大していくことが重要です。1.7年程度での投資回収を目指すケースが多く見られます。

工場・物流DX導入センター

1

ニーズ明確化

課題分析・データ収

集

社内説得・稟議準備

2

PoC実施

小規模テスト

効果測定・課題抽出

実証成果の確認

3

本格導入計画

仕様策定・機体選定

体制構築・教育

操縦者資格取得

4

段階的拡大

安全重視の運用開始

現場への定着支援

ルール・マニュアル

整備

5

全社展開

効果確認後の横展開

全社的運用体制構築

標準業務プロセス化

6

定量評価・改善

ROIレビュー

定期的な効果測定

新技術導入・更新計

画



導入フェーズ詳細

1 ニーズ明確化・提案準備

2 PoC（Proof of Concept）実施

3 本格導入計画策定

資格取得・教育研修の重要性

国家資格（一等/二等）や民間認定資格の取得は必須。一人あたり20～30万円の費

用がかかるが、資格保有者は2024年6月末時点で一等1584件・二等1万2498件と急

増中。外部研修、座学、実技を通じて、法令知識・飛行技術・緊急時対応を習得す

ることが安全運用の基盤となる。

課題の分析と定量化（作業効率化・コスト削減・安全性向上等）•

自社業務プロセスへの適合性検討（どの工程に適用可能か）•

客観的データに基づく稟議資料・社内説得材料の準備•

コンプライアンス部門・安全管理部門との事前調整•

小規模な実証実験（例：1つの現場/工場/倉庫内の一部エリア）•

技術・業務適合性の検証と課題抽出（操作性・安全性・効果測定）•

必要な飛行許可・承認の取得（航空局への申請、地方自治体確認）•

効果測定と定量的検証（作業時間・人員削減率・精度等）•

ドローン機種・システム仕様の最終決定（用途に合わせた選定）•

運用体制の整備（操縦者育成/外注判断、安全管理責任者設置）•

社内規程・マニュアル・チェックリスト整備•

運航管理システム・データ管理体制の構築•

 段階的導入・展開（3～6ヶ月）

安全性を重視した導入から開始。まず特定の現場・業務で実証し、効果測

定・課題抽出を行い、成功事例をもとに他現場へ横展開する。問題発生時の

対応手順も確立しておく。

 評価とROIレビュー（導入後6ヶ月～）

導入効果の定量評価（人件費/外注費削減額、作業時間短縮率、品質向上指標

等）を実施。初期投資と運用コストに対するROI計算を行い、追加投資の判断

材料とする。

 継続的改善と技術更新（1年～）

運用状況に基づく改善活動と、技術の進化に合わせた機体・システムのアッ

プデートを計画的に実施。操縦者スキルの向上やマニュアル改訂も定期的に

行う。

 全社的運航管理体制の確立

複数拠点・多数機体の一元管理体制構築。飛行許可・点検記録・教育訓練・

インシデント管理など、組織的なガバナンス体制を確立し、運用品質の均一

化を図る。
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コスト構成の実際

産業用ドローン導入の主なコスト項目

1
機体購入費

数十万円〜大型機150万〜250万円（用途・搭載センサーにより価格変動）

2
ソフトウェア・サービス費

飛行計画・画像解析ソフト月額1〜3万円、クラウド連携やシステム開発費

3
操縦者育成・資格取得

国家資格取得（1人20〜30万円）、JUIDA等民間資格、社内研修費用

4
許可申請・法的手続き

申請書類作成、登録料、行政書士委託費用など関連諸経費

5
保守・メンテナンス

年間10〜20万円（バッテリー交換などの消耗品費を含む）

6
保険料

1機あたり年間3〜10万円前後（賠償責任保険1億円保証ベース）

7
人件費・外注費

専任/兼任操縦者・補助員人件費、外部委託時の技術者派遣費用

活用可能な補助金・支援制度

小規模事業者向け各種補助金制度あり（農水省他、最大1/2補助）。自治

体や業界団体による支援制度も増加中。業務効率化・省人化に関する補

助金も活用可能。

導入コスト構成比率（例：中規模事業者モデル）

導入コスト参考範囲（単位：万円）
工場・物流DX導入センター



ROI試算モデル

具体的なROI試算例

項目 金額（年間）

初期導入費用（機体・ソフト・資格等） 500万円

年間運用コスト（保守・保険等） 100万円

年間削減効果 350万円

投資回収期間 約1.7年

ROI算出方法

削減効果の具体例

• 人件費削減：測量・点検作業員の削減効果

• 外注費削減：従来の点検業者委託費を内製化

• 足場設置費：高所点検時の足場組立コスト不要

• 機会損失軽減：定期点検の効率化による生産停止時間短縮

• 事故防止効果：高所作業リスク回避による労災保険料削減

投資回収期間 = 初期投資額 ÷ (年間削減効果 - 年間運用コスト)•

500万円 ÷ (350万円 - 100万円) = 2.0年•

初期費用の一部が補助金対象となる場合はさらに短縮可能•

産業用ドローン導入のROIシミュレーション

ドローン導入による効果（3年累計）

工場・物流DX導入センター



法規制・ライセンス制度

航空法と規制の基本

無人航空機操縦者技能証明（国家資格）

許可申請と遵守事項

国土交通省への許可申請（目視外・夜間・人口集中地区等）、包括申請

も可能。地方自治体による条例・ルールも確認必須。事故発生時は迅速

な報告義務あり（違反時は最大1年以下懲役等の罰則）

 参照情報源

 国土交通省：無人航空機の飛行ルール

 国土交通省：無人航空機操縦者技能証明

 国土交通省：無人航空機登録ポータル

飛行レベル分類（2022年法改正後）

レベル1
目視内飛行

操縦者から見える範囲での飛行。無人地帯/有人地帯共に実施可能

レベル2
目視外飛行（無人地帯）

操縦者から見えない範囲での飛行。人口密集地ではない地域で実施可

能

レベル3
目視外飛行（有人地帯）※補助者あり

人口密集地での目視外飛行。補助者の配置が必要

レベル4
目視外飛行（有人地帯）※補助者なし

人口密集地での完全自律飛行。機体認証・一等資格必須

国家資格区分 交付件数(2024年6月) 備考

一等 1,584件 レベル4飛行に必須

二等 12,498件 レベル1〜3飛行に必要

 法的根拠・統計情報

 国土交通省：レベル4飛行ポータルサイト

 ドローンジャーナル：国家資格交付件数(2024年6月)

100g以上のドローンは「無人航空機」として航空法の規制対象•

DID地区上空飛行、目視外飛行、夜間飛行、30m未満の人・物への接

近、高度150m以上の飛行は原則不可（許可申請が必要）

•

2022年の法改正により機体登録制度・リモートID（機体識別）義務化•

一等ライセンス：レベル4（有人地帯目視外飛行）に必要•

二等ライセンス：レベル1〜3の飛行に必要•

2024年6月末時点で一等1,584件、二等12,498件を交付•

別途、JUIDA等の民間資格も業界で認知されている•

工場・物流DX導入センター
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成功事例と定量的成果

業界別の導入成果事例

建設・インフラ点検

橋梁点検： 作業員数 5名→4名、費用 198万円→50万円（75%削減）

作業時間： 従来比1/3の時間短縮を実現

製造業・倉庫管理

棚卸作業： 3日→1日（80%時間削減）、精度99%以上

物流・配送

配送実績： 片道4.5km・18分の有人地帯配送に成功

NEXCO・自治体での定期点検への標準的導入拡大中•

サトーホールディングスの実証例：自律飛行ドローン×RFID技術で大

幅効率化

•

火力プラント外壁点検：足場設置不要で短期間・低コスト点検実現•

日本郵便：奥多摩町でレベル4（有人地帯目視外飛行）実証•

ANAHD・楽天による離島定期配送の実証実験拡大中•

導入前後の比較（業界平均）

導入効果の定量データ

コスト削減効果：平均60〜75%削減•

作業時間：最大80%短縮（特に点検・棚卸業務）•

人員配置：1/2〜1/3の省人化を実現•

データ精度：従来比10〜15%向上（AI画像解析連携）•

工場・物流DX導入センター



市場動向・将来性

2023〜2025年の最新動向

2022 航空法改正でレベル4解禁

都市部上空・有人地帯での目視外飛行可能に。機体認証制度・一

等資格創設

2023 ドローン資格者増加

無人航空機操縦者技能証明、2024年6月末で一等1584件・二等1

万2498件交付

2024 産業標準化が進展

各業界でのガイドライン整備、日本郵便など本格レベル4物流開

始

2025 導入事例の急増

物流・製造・建設分野での導入事例増加、費用対効果実証の蓄積

国内ドローン市場規模の予測

2030年度までに国内ドローン物流市場は198.3億円規模へ拡大予測。建

設・インフラ点検・製造業分野も堅調な成長が見込まれており、2025年

以降の実用化加速でビジネス活用が本格化

産業用ドローン市場成長予測（2023-2030）

工場・物流DX導入センター



まとめ・推奨アクション

導入成功のための実践的アドバイス

PDFデータ分析から明らかになった導入成功の鍵は「段階的アプローチ」です。まずは小規模なPoCから

始め、業務分析に基づく具体的な課題解決を目指しましょう。社内説得材料として定量的な効果測定を重

視し、最新の法規制対応と安全管理体制を整備した上で、段階的に運用範囲を拡大することが成功への近

道です。初期投資と運用コストを考慮したROI試算では、平均1.7年程度での投資回収を目標とするケース

が多く見られます。

建設・インフラ業界



高所点検のドローン活用で足場コスト75%削減•

i-Construction推進による土木測量の標準化•

点検要員の安全確保とコスト効率の両立•

製造業・プラント



自律飛行ドローンによる棚卸の80%時間削減•

広大な敷地・施設の定期点検自動化•

危険エリアの点検作業を無人化で安全向上•

物流・輸送業界



レベル4有人地帯配送によるラストマイル効率化•

山間部・離島など非効率地域の配送支援•

倉庫の在庫管理精度99%以上への向上•

防災・公共分野



災害発生時の迅速な被災状況把握•

危険エリアの無人調査による安全確保•

孤立地域への緊急物資輸送の実現•

工場・物流DX導入センター



産業用ドローン導入に関するご相談・ご質問

現場に合う産業用ドローンの選定や費⽤感、導⼊準備について、こちらからのご案内に加えて、個別のお問い合わせも随時受

け付けております。お気軽にご連絡ください。

産業用ドローンのタイプ選定に関するご質問

現場環境や搬送物に最適な産業用ドローンタイプの選定をサポートします


導⼊にかかる費⽤や期間

初期投資やランニングコスト、ROIや導入工程に関するご相談


カタログ・仕様書のご希望

各種産業用ドローンの詳細資料や導入事例集をご用意しています


⾃社に適した導⼊可否の判断サポート

現場診断や業務分析に基づく最適な自動化提案をご提供します

ご連絡⽅法

 お問い合わせ https://factory-dx-center.com/contact/  対応時間 メール・フォーム 24時間受付（順次ご返信）

製造業・物流業のDX推進をトータルサポート

発行元：工場・物流DX導入センター https://factory-dx-center.com/

工場・物流DX導入センター

https://factory-dx-center.com/contact/
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